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税務訴訟資料 第２６３号－１９４（順号１２３１８）

広島高等裁判所 松江支部　平成●●年（○○）第● ●号、平成●●年（○○）第●●号　決定処

分取消請求控訴・同附帯控訴事件

国側当事者・国（鳥取税務署長）

平成２５年１０月２３日原判決一部取消・その他・上告受理申立

（第一審・鳥取地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２４年６月２２日判決、本資料２

６２号－１２５・順号１１９７５）

判 決 

控訴人・附帯被控訴人（以下「控訴人」という。） 

  国 

同代表者法務大臣   谷垣 禎一 

同指定代理人   大原 高夫 

同   小橋 博志 

同   赤代 道郎 

同   中川 直子 

同   前原 一夫 

同   板持 裕二 

同   荒内 保裕 

同   矢野 聡彦 

同   阿井 賢二 

同   稲田 洋三 

処分行政庁   鳥取税務署長 

  持田 嘉秀 

被控訴人・附帯控訴人（以下「被控訴人」という。） 

  甲 

同訴訟代理人弁護士  関戸 一考 

同   関戸 京子 

同   佐々木 和弘 

主 文 

１ 控訴人の控訴に基づき原判決中控訴人敗訴部分を取り消す。 

２ 上記取消しに係る被控訴人の請求をいずれも棄却する。 

３ 被控訴人の附帯控訴を棄却する。 

４ 訴訟費用は、第１、２審、控訴及び附帯控訴を通じて被控訴人の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 控訴及び附帯控訴の趣旨 

１ 控訴 
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主文第１、２項と同旨 

２ 附帯控訴 

(1) 原判決の被控訴人敗訴部分を取り消し、次のとおり変更する。 

(2) 鳥取税務署長が被控訴人に対して平成２０年３月１４日付けでした被控訴人の平成１６年

分の所得税の更正処分のうち総所得金額１２７２万１０１４円、還付金の額に相当する税額３

４１万３６９０円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

(3) 鳥取税務署長が被控訴人に対して平成２０年３月１４日付けでした被控訴人の平成１７年

分の所得税の更正処分のうち総所得金額１５２０万０３９１円、還付金の額に相当する税額２

８８万７８５６円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

(4) 鳥取税務署長が被控訴人に対して平成２０年３月１４日付けでした被控訴人の平成１８年

分の所得税の更正処分のうち総所得金額１３３６万８９３６円、還付金の額に相当する税額３

０４万３９８８円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の骨子 

本件は、税理士業を営む被控訴人が、その妻乙（以下「乙」という。）を青色事業専従者とし

て、平成１６年分から平成１８年分までの各年分（以下「本件各年分」という。）に係る乙の各

給与（以下「本件各専従者給与」という。）を事業所得の金額の計算上必要経費に算入して、別

表１ないし３の各「Ａ 原告申告額」欄記載のとおりにした各確定申告について、鳥取税務署長

（以下「処分行政庁」という。）が、本件各専従者給与のうち乙の労務の対価として相当である

と認められる金額を超える部分の金額は必要経費に算入できないとして、同各「Ｂ 更正処分額」

欄記載のとおり本件各年分に係る所得税の各更正処分（以下「本件各更正処分」という。）及び

過少申告加算税の各賦課決定処分（以下「本件各賦課決定処分」といい、本件各更正処分と本件

各賦課決定処分とを併せて「本件各処分」という。）を行ったことに対し、被控訴人が、本件各

専従者給与の金額は乙の労務の対価として相当であり、本件各処分は違法であると主張して、本

件各処分の取消しを求めた事件である。 

原審は、平成１６年分の所得税の更正処分のうち総所得金額１５０７万２６０８円、還付金の

額に相当する税額２７１万３１９０円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分のうち

７万円を超える部分、平成１７年分の所得税の更正処分のうち総所得金額１６８０万０２３５円、

還付金の額に相当する税額２４０万７８５６円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処

分のうち４万８０００円を超える部分並びに平成１８年分の所得税の更正処分のうち総所得金

額１５７０万１３６２円、還付金の額に相当する税額２３４万４３８８円を超える部分及び過少

申告加算税の賦課決定処分のうち６万９９００円を超える部分を各取り消し、その余の被控訴人

の請求を棄却するとの判決をした。 

原判決に対し、控訴人は、本件各処分は適法であると主張して被控訴人の請求の棄却を求めて

控訴した。 

被控訴人は、控訴人の控訴を受けて、原審における請求と同旨の判決を求めて附帯控訴した。 

２ 前提事実 

当事者間に争いがないか、証拠（個別の掲記する。）及び弁論の全趣旨により容易に認定でき

る本件の前提となる事実は、次のとおりである。 

(1) 当事者等 
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ア 被控訴人は、昭和●年●月●日に税理士の登録を受け、開設した事務所（以下「被控訴人

事務所」という。）において税理士業を営む税理士である。 

イ 乙は、昭和●年●月に被控訴人と結婚し、被控訴人が昭和●年●月に被控訴人事務所を開

設した当初から被控訴人事務所で勤務しており、本件各年分において、いずれも年間を通じ

て被控訴人の事業に従事していた（甲４、証人乙）。 

乙は、税理士資格を有していない。 

ウ 被控訴人は、昭和５９年２月９日、処分行政庁に対し、所得税の青色申告承認申請をする

とともに、乙を青色事業専従者とする届出をし、同年以降の所得税の青色申告承認を受けた

（乙１、２）。 

(2) 本件各処分等の経緯 

ア 被控訴人は、本件各年分において、乙が被控訴人の事業に従事したことの対価として、平

成１６年分は１２４０万円、平成１７年分及び平成１８年分は各１２８０万円の青色事業専

従者給与を支給した（本件各専従者給与）。 

イ 被控訴人は、本件各専従者給与について、それぞれ全額を本件各年分の事業所得の金額の

計算上必要経費に算入し、処分行政庁に対し、別表１ないし３の各「Ａ 原告申告額」欄の

とおり記載した本件各年分の各確定申告書を、平成１６年分については平成１７年１月２６

日に、平成１７年分については平成１８年１月２４日に、平成１８年分については平成１９

年１月２９日に、各提出した（乙８ないし１０）。 

ウ 処分行政庁は、平成１９年４月から被控訴人の本件各年分の所得税について税務調査を実

施し、平成２０年３月１４日付けで、乙は税理士資格を有していないから、その労務の性質

は税理士の補助事務の域を出るものではなく、被控訴人事務所に勤務していた他の従業員

（以下「本件各使用人」という。）及び類似同業者の専従者の労務の性質と同様なものと認

められること、乙が事業に従事した時間を正確に記録したものはないから、その労務提供の

程度も本件各使用人及び類似同業者の専従者と比較して大きな差異がなかったと認めるの

が相当であること、そうすると、本件各専従者給与は、乙の労務の性質及び労務提供の程度

が本件各使用人及び類似同業者の専従者と大きな差異がないにもかかわらず、類似同業者の

専従者給与の最高額である６６３万円の２倍を超える著しく高額なものであり、労務の対価

として不相当であることを理由に、本件各年分の乙の青色事業専従者給与として認められる

額は、平成１６年分については６０９万９０００円、平成１７年分については６０１万１０

００円、平成１８年分については６１２万３０００円であるとして、別表１ないし３の各「Ｂ 

更正処分額」欄記載の内容の本件各処分を行った（甲１の１ないし３）。 

エ 被控訴人は、処分行政庁に対し、平成２０年５月１２日付けで本件各処分の取消しを求め

て異議申立てをしたが、処分行政庁は、同年８月８日付けでこれを棄却する旨の決定をした

（甲２の１、２）。 

そこで、被控訴人は、国税不服審判所長に対し、審査請求を行ったが、国税不服審判所長

は、平成２１年６月３日付けでこれを棄却する旨の裁決をした（甲３の１、２）。 

オ 被控訴人は、平成２１年１２月１日、本件訴えを提起した。 

３ 争点及び争点に対する当事者の主張 

本件の争点は、被控訴人の事業所得の金額の算定に際し、必要経費として控除されるべき相当

な青色事業専従者給与の額は、本件各更正処分において処分行政庁が認めた平成１６年分は６０
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９万９０００円、平成１７年分は６０１万１０００円、平成１８年分は６１２万３０００円を超

えるか否か、換言すれば、被控訴人が乙に支給した本件各専従者給与は乙の労務の対価として相

当であるか否かという点である。 

(1) 控訴人の主張 

ア 法令の定め 

所得税法５７条１項は、青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受けている居

住者が青色事業専従者に対し支給した給与の金額で、その労務に従事した期間、労務の性質

及びその提供の程度、その事業の種類及び規模、その事業と同種の事業でその規模が類似す

るものが支給する給与の状況その他政令で定める状況に照らしてその労務の対価として相

当であると認められるものは、その居住者のその給与の支給に係る年分の当該事業に係る事

業所得の金額の計算上必要経費に算入することとし、同条の委任を受けた同法施行令１６４

条１項は、①所得税法５７条１項に規定する青色事業専従者の労務に従事した期間、労務の

性質及びその提供の程度、②その事業に従事する他の使用人が支払を受ける給与の状況及び

その事業と同種の事業でその規模が類似するものに従事する者が支払を受ける給与の状況、

③その事業の種類及び規模並びにその収益の状況と定めている。 

本件各専従者給与が乙の労務の対価として相当と認められるか否かは、上記の法令の規定

に照らして判断されるものであるところ、本件各専従者給与は、類似同業者給与比準方式及

び使用人給与比準方式のいずれにおいても、乙の労務の対価として相当とは認められないも

のである。 

イ 類似同業者給与比準方式 

控訴人は、①本件各年分において、税理士資格のみで「税理士業」を営んでいる者である

こと（ただし、各年分の中途において、開廃業、休業又は業態を変更した個人、各年分の期

間が１２か月に満たない個人、各年分において、更正又は決定の各処分が行われた個人のう

ち、国税通則法又は行政事件訴訟法所定の不服申立期間又は出訴期間が経過していない個人

並びにこれらの争訟が係属している個人を除く。）、②本件各年分において、所得税法１４

３条（青色申告）の承認を受けており、所得税青色申告決算書を提出している者であること、

③本件各年分において、「税理士業」に係る売上金額（税込金額）が被控訴人の売上金額（税

込金額）の２分の１以上２倍以下（いわゆる倍半基準）の範囲内にある者であること、④会

計法人あるいは税理士法人を有していないこと、⑤税理士の資格を有していない配偶者のみ

を事業専従者としていること、⑥本件各年分を通じて専従者給与を支払っていることという

条件により、被控訴人事務所と近隣の鳥取税務署、倉吉税務署、米子税務署及び津山税務署

管内の被控訴人の類似同業者を抽出したところ、その配偶者に係る青色事業専従者給与の平

均額は、別表４記載のとおり、平成１６年分（類似同業者７人）が５７１万６３５６円、平

成１７年分（同９人）が５４５万０４６２円、平成１８年分（同８人）が５２５万５９１５

円であった。 

したがって、平成１６年分が１２４０万円、平成１７年分及び平成１８年分が各１２８０

万円という本件各専従者給与は、いずれも上記平均額の２倍を上回る金額ということができ

る。 

なお、被控訴人は、類似同業者の抽出過程が恣意的であるとか、抽出基準が不合理である

などと主張するが、本件における類似同業者の抽出は、被控訴人事務所と近隣の地域を管轄
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する鳥取税務署、倉吉税務署、米子税務署及び津山税務署の各税務署長に対し、広島国税局

長が、「「同業者調査票」の作成及び提出について（指示）」（乙１４の１ないし４。以下

「本件通達」という。）を発遣する方法により、上記のとおりの合理的な抽出基準を設定し

てされたものであり、本件通達を受けた各税務署長は、本件通達における抽出基準をすべて

満たす者を機械的に抽出したのであるから、抽出過程に恣意性が介在する余地はなく、また、

いわゆる倍半基準は、一般的に抽出の基準として合理的であると認められているし、「青色

事業専従者が会計業務を統括していること」などという条件は、確定申告書や青色申告決算

書には青色事業専従者の担当業務や職責を記載する項目がないためにその条件に基づく抽

出が不可能である上、一定の評価を伴うものであり、これを抽出条件に入れるとすれば、抽

出基準の客観性が失われることになるから、被控訴人の主張は、理由がない。 

ウ 使用人給与比準方式 

乙は、税理士資格を有していないから、その業務は被控訴人の税理士業務の補助と言わざ

るを得ないところ、その業務の内容は、乙が記載していた税務日誌（乙３２の１ないし３）

の用語によれば、申告書及び明細書を各３部作成し、被控訴人の印鑑がもらえる状態に置く

「セット」、法人税の決算書に添付する明細書を会計ソフトで作成する「ワープロ」、帳簿

の会計入力をする「入力」、本件各使用人が行った会計帳簿を点検する「チェック」、領収

証の貼り付けや補助簿の整理をする「整理」といったものであるから、その性質は、税理士

の補助事務に従事する本件各使用人の労務の性質と同等であると認められる。もとより、税

理士又は税理士法人でない者は、原則として税理士業務を行うことはできないから、税理士

資格を有しない乙が行う備品の管理等の庶務的な労務をもって、事業者ないし共同経営者に

担当すると評価することはできない。 

また、乙が本件各年分において被控訴人の事業に従事した時間数を正確に記録したものは

なく、乙の供述によっても、繁忙期以外は特に残業をしていないということである上、本件

各年分のうち、平成１７年２月２２日から平成１８年１２月３１日までの被控訴人事務所に

おける乙及び本件各使用人の各専用のパソコンの起動時刻及び終了時刻の記録（乙３３、４

８の１ないし４。以下「パソコンログ記録」という。）によれば、乙専用のパソコンの稼働

時間は、本件各使用人のうちで最も稼働時間が長いＣの専用パソコンの稼働時間の約１.２

１倍程度であるから、乙の残業の状況は、本件各使用人と特段変わるところはないと認める

べきであり、乙の労務の提供の程度も、本件各使用人と大きな差異はなかったと認められる。 

本件各年分において年間を通じて被控訴人の事業に従事した本件各使用人の１人当たり

の給与額の平均は、別表５記載のとおり、平成１６年分は３５７万９１６７円、平成１７年

分は３８４万２２５０円、平成１８年分は３６０万８３７５円である。 

したがって、平成１６年分が１２４０万円、平成１７年分及び平成１８年分が各１２８０

万円という本件各専従者給与は、いずれも本件各使用人の平均給与額の３倍以上の高額なも

のということができる。 

エ まとめ 

類似同業者給与比準方式及び使用人給与比準方式から検討したとおり、乙が支給を受けた

本件各専従者給与は著しく高額であるから、不相当であることは明らかであり、本件各専従

者給与のうち乙の労務の対価として相当であると認められる金額は、類似同業者給与比準方

式及び使用人給与比準方式により算出した金額を超えるものではないとみるのが相当であ
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る。そこで、類似同業者給与比準方式及び使用人給与比準方式により算出した金額を比較す

ると、類似同業者給与比準方式により算出した金額の方が高額であるため、被控訴人が乙に

支給した本件各専従者給与のうち、本件類似同業者青色事業専従者給与平均額（平成１６年

分は５７１万６３５６円、平成１７年分は５４５万０４６２円、平成１８年分は５２５万５

９１５円）を超える部分の金額（平成１６年分は６６８万３６４４円、平成１７年分は７３

４万９５３８円、平成１８年分は７５４万４０８５円）は、被控訴人の事業所得の金額の計

算上、必要経費としては算入できない金額になるというべきである。 

以上によれば、被控訴人が本件各年分において納付すべき各所得税の額は、別表１ないし

３の各「Ｄ 被告主張額」欄記載のとおり、平成１６年分は還付金の額が１４１万３５９０

円、平成１７年分は還付金の額が６２万８７６６円、平成１８年分は還付金の額が７８万０

７８８円となるところ、これは、本件各更正処分における納付すべき税額となる平成１６年

分の還付金の額１５２万８４９０円、平成１７年分の還付金の額８３万５９６６円、平成１

８年分の還付金の額１０４万０８８８円をそれぞれ上回るから、本件各更正処分は、いずれ

も適法である。 

そうすると、本件各年分につきいずれも国税通則法６５条所定の過少申告加算税の賦課要

件に欠けるところはないから、本件各賦課決定処分も、適法である。 

よって、本件各処分は、適法である。 

(2) 被控訴人の主張 

所得税法５７条は、本来法人であれば従業員の給与は当然に必要経費として算入される以上、

法人化していない事業であっても極力法人と同様の税務処理をするべきであり、それこそが税

の公平な負担に資するという考えを根底に置く規定であるから、青色事業専従者給与は、法人

における給与と同様に原則として必要経費に算入され、相当と認められない部分に限って例外

的に必要経費に算入されないものであって、青色事業専従者の労務とその給与との対価関係が

明確であることまでは要求されていないと解すべきである。 

その上、本件各専従者給与は、以下のとおり、乙の労務の性質及びその提供の程度等に照ら

し、その全額が乙の労務の対価として相当である。 

ア 労務の性質 

乙は、昭和●年から他の税理士事務所で勤務を始め、昭和●年以降は被控訴人事務所にお

いて、一貫して、税理士業務の補助のほか、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その他

財務に関する事務（税理士法２条２項に規定されている税理士資格がなくても行うことが可

能な事務。以下「会計業務」という。）に従事してきたものであり、平成１６年の時点では

経験年数が●年になる熟練の会計業務者である。そのため、乙は、被控訴人事務所において、

本件各使用人が作成した会計帳簿の内容を最終的に検討して完成させるなど、会計・税務書

類の作成を統括する事務を行っていた。税理士事務所を税理士業務を行う税理事務所と会計

業務を行う会計事務所に分離する場合には、税理士事務所が顧客から受注した業務のうち、

会計業務を会計事務所に外注委託することになるが、その際税理士事務所が会計事務所に対

して支払う対価は受注額の約８０％に及ぶことが一般的である。すなわち、税理士事務所の

売上高の約８０％は会計業務の経費というべきなのであり、このことは、税理士事務所の業

務における会計業務の重要性を物語っているところ、乙は、被控訴人事務所において、会計

業務の責任者であった。 
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また、学校法人については、その会計業務は常に予算との対比で会計処理を行わなければ

ならず、特殊な会計帳簿の作成等が必要となること、極めて煩雑で短期間に作成することが

求められる補助金の申請業務をもしなければならないことといった特徴があり、医療法人に

ついては、その会計業務及び税理士業務の補助業務は病院会計準則に対応した決算書等を作

成しなければならないこと、保険診療収入の非課税規定により事業税の計算が一般法人と異

なっていることなどの特徴があるところ、被控訴人事務所では、これらの特殊専門的な業務

を担当し得るのは乙だけであったことから、乙は、上記業務をすべて担当していた。 

その上、乙は、被控訴人の事業所得の申告のための会計帳簿の作成及び決算手続に関する

事務並びに本件各使用人に対する給与の支払及び社会保険手続等の労務管理一切を担って

いた。 

このように、乙は、被控訴人事務所の会計業務の統括責任者であるとともに、副所長とい

う立場にあったものであるから、被用者というよりもむしろ事業者ないし共同経営者として

被控訴人の業務に従事してきたものであり、乙の労務の性質は、本件各使用人とは大きく異

なるものであった。 

イ 労務提供の程度 

被控訴人事務所は、午前９時から午後５時までを勤務時間とし、土曜日、日曜日及び祝日

並びに盆と年末年始期間を休業日としているが、乙は、繁忙期を除く通常の時期であっても、

午前７時３０分ころには出勤し、午後６時ころまで被控訴人の事業に従事しており、繁忙期

については、深夜まで働いた上、自宅に持ち帰って仕事をしたり、場合によっては徹夜で仕

事をしたりしていたのであって、パソコンログ記録によっても、本件各使用人のうちの従事

時間が最も長いＣより少なくとも１．２１倍程度長く仕事に従事していることが認められる

ところ、実際には、被控訴人事務所で勤務するほか、自宅でも仕事をしていたのであるから、

パソコンログ記録よりも大幅に長い時間被控訴人の事業に従事していた。 

ウ 控訴人が主張する使用人給与比準方式について 

以上ア、イのとおり、乙は、被控訴人事務所において非常に重要な要素を占める会計業務

の責任者として本件各使用人を統括し、乙にしかできない特殊な会計業務その他の関連業務

に従事していたのであるから、その労務の内容は、本件各使用人と全く異なるものである上、

乙は、被控訴人事務所の設備備品の管理のほか、購入に関しても決定権を持っていたのであ

り、長時間に及ぶ労務の提供をしても残業代等が支給されていないことからしても、乙は、

従業員ではなく、被控訴人と共に被控訴人事務所を経営する共同経営者の地位にあったとい

えるのであり、したがって、本件各使用人に支給されていた給与と比較することは、全く意

味がない。 

そして、前記アのとおり、一般的な税理士事務所の売上高の約８０％は会計業務のための

経費というべきところ、被控訴人事務所の事業収入（別表３のとおり平成１８年分では５８

８８万５５５５円）の８０％に相当する額（４７１０万８４４４円）から必要経費（別表３

のとおり同年分では３２０６万１１７４円）を差し引いた額（１５０４万７２７０円）が会

計業務の受ける収入となり、被控訴人事務所の事業規模からすれば、その額までが会計業務

の統括責任者である乙の給与として許容される額となる。そうすると、本件各専従者給与の

金額は、低額とさえいい得るものである。 

エ 控訴人が採用した類似同業者給与比準方式について 
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控訴人が行った類似同業者の専従者給与の平均の算出方法は、いわゆる通達回答方式によ

るものであるが、通達を受けた各税務署の具体的な抽出過程は明らかになっていないから、

その過程において担当者の恣意が入り込む余地は排除されていないし、恣意が入らなかった

としても、単純ミスにより過誤が生じている可能性も否定できないから、控訴人が採用した

類似同業者給与比準方式には信用性がない。 

その上、控訴人が設定した類似同業者の抽出基準は、売上金額がいわゆる倍半基準の範囲

内にある者、会計法人あるいは税理士法人を有していないことというのであるが、前者につ

いては、余りに範囲を拡大し過ぎているし、後者については、被控訴人事務所では、乙が会

計業務の責任者として本件各使用人を使用しており、当該会計業務で集計された帳簿をもと

に被控訴人が税務申告業務を行うこととなっていたのであって、会計法人を有しているのと

その実態において異ならなかったから、別法人としているか否かはさておくとしても、少な

くとも「専従者が会計業務の責任者として従事していること」という抽出基準を設定しなけ

れば、被控訴人事務所の実態を反映したものとはいえない。加えて、被控訴人は、行政書士

の資格を有しているのに、控訴人が設定した類似同業者の抽出基準には、税理士資格のみで

「税理士業」を営んでいる者との基準が付加されている。このように、控訴人が設定した類

似同業者の抽出基準は、被控訴人事務所の実態とかけ離れており、不合理なものである。 

したがって、類似同業者給与比準方式により控訴人が算出した青色事業専従者給与の平均

額は、本件各専従者給与には妥当しない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 本件各専従者給与の水準について 

(1) 本件各専従者給与及び本件各使用人の給与 

ア 乙が本件各年分において被控訴人の事業に従事した労務の対価として、被控訴人が平成１

６年分は１２４０万円、平成１７年分及び平成１８年分は各１２８０万円の青色事業専従者

給与を支給したこと（本件各専従者給与）は、当事者間に争いがない。 

イ 他方、本件各年分において、乙と同様に年間を通じて被控訴人事務所で被控訴人の事業に

従事していた本件各使用人の１人当たりの給与を平均すると、平成１６年分は３５７万９１

６７円、平成１７年分は３８４万２２５０円、平成１８年分は３６０万８３７５円であるこ

とが認められる（乙１６ないし１９。ただし、すべて枝番を含む。別表５参照）。 

(2) 本件各専従者給与の相当性の判断基準 

以上のとおり、乙が支給を受けていた本件各専従者給与は、本件各年分における本件各使用

人の給与の平均額と比較すると３倍以上の極めて高額なものであったことが認められる。 

そうすると、所得税法５７条１項及び同法施行令１６４条１項（前記第２の３(1)ア参照）

に照らして、本件各専従者給与全額が乙の労務の対価として相当であると認められるためには、

すなわち、被控訴人の事業所得の金額の算定に際し、本件各専従者給与全額を必要経費として

控除することが認められるためには、乙の労務の実態が本件各使用人のそれとは質的に異なる

程の大きな差異があることが必要であって、そのような差異が認められない場合には、被控訴

人の事業所得の金額の算定に際して必要経費として控除し得る乙の青色事業専従者給与の額

は、乙の労務の対価として相当であると認められる金額に減額されなければならないというべ

きである。 

これに対し、被控訴人は、本来法人であれば従業員の給与は当然に必要経費として算入され
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るのであるから、法人化していない事業であっても極力法人と同様の税務処理をするべきであ

り、それこそが税の公平な負担に資するという考えを根底におく所得税法５７条の趣旨からす

れば、青色事業専従者給与は法人における給与と同様に原則として必要経費に算入され、相当

と認められない部分に限って例外的に必要経費に算入されないと解すべきであり、青色事業専

従者の労務とその給与との対価関係が明確であることまでは要求されていないと主張する。 

しかしながら、所得税法５７条１項及びそれを受けた同法施行令１６４条１項は、親族に対

する給与はとかく労務との対価性の有無を問わずに高額になりがちであって、無制限にこれを

必要経費として認めると課税の適正公平を損なう危険性が高いことから、青色申告承認者に限

り、かつ、提供された労務との対価関係が明確であるものに限り、必要経費として事業所得の

金額の算定に際して控除することを認めたものであると解されるから、被控訴人の主張は、採

用できない。 

２ 乙の労務の実態について 

(1) 労務提供の程度 

ア そこで、乙の労務の実態について検討するに、本件において、乙が被控訴人の事業に従事

していた時間を客観的かつ明確に明らかにするに足りる証拠は見当たらない。 

乙は、この点について、自己が記載していた税務日誌（乙３２の１ないし３）によって被

控訴人の事業に従事していた時間が明らかになる旨証言する（乙証人尋問調書１２７項ない

し１３０項、１３８項）が、同税務日誌の記載と被控訴人事務所の乙専用のパソコンのパソ

コンログ記録（乙３３）とを対比すると、税務日誌の記載によれば乙が被控訴人の事業に従

事している旨記載されているのに、乙のパソコンは稼働していなかったという場合が多々あ

るのみならず、乙のパソコンが稼働しているにもかかわらず、税務日誌には乙が被控訴人の

事業に従事している旨記載されていない場合もあることが認められる（乙３２の３の平成１

８年６月１１日の欄、乙３３の同日の記録、乙証人尋問調書１３６項、１３７項）から、税

務日誌の記録は正確であって、それによれば乙が被控訴人の事業に従事していた時間が明ら

かになる旨の乙の証言は、採用し難い。 

他方、被控訴人事務所の乙及び本件各使用人の各専用パソコンの平成１７年２月２２日か

ら平成１８年１２月３１日までの間のパソコンログ記録によれば、乙は、本件各使用人のう

ちで最も稼働時間が長いＣの専用パソコンの稼働時間の約１．２１倍の時間にわたって乙の

専用パソコンを稼働させていたことが認められる（甲３の２、乙３３、４８の１ないし４）。 

この事実に加えて、乙及び本件各使用人は、専ら被控訴人事務所の各自の専用パソコンを

使用して税務会計事務を行っていたこと、乙自身、繁忙期以外はほとんど残業をしていない

旨証言していること（乙証人尋問調書１２５項、１２６項）を併せ考えれば、乙が通常本件

各使用人よりも早く被控訴人事務所に出勤し、遅く退社していたことを考慮しても、乙の被

控訴人の事業に従事していた時間が本件各使用人に比して異質となる程に大幅に長かった

とは認められないというべきである。 

イ これに対し、被控訴人は、乙は繁忙期には資料を自宅に持ち帰るなどして深夜や休日を問

わずに仕事をしていたので、その労務の提供の程度は本件各使用人の比較にならない程長時

間であり、乙が繁忙期以外はほとんど残業をしていない旨証言したのは、自身のことではな

く、一般的な勤務時間に関する質問であると誤解したためであるなどと主張する。 

しかしながら、乙や被控訴人の陳述や証言を除けば、乙が自宅で被控訴人の事業に日常的
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に従事していたことを明らかにする証拠は見当たらず、かえって、乙が学校法人の補助金申

請事務の関係で特に繁忙であると証言する３月末から４月１０日にかけての期間（乙証人尋

問調書７７項ないし９７項）等においては、乙の専用パソコンのパソコンログ記録（乙３３）

によれば、乙は、土曜日や日曜日であっても被控訴人事務所に出勤して作業を行っていたこ

とが認められるから、乙が資料を持ち帰るなどして自宅で長時間にわたって被控訴人の事業

に従事していたとの事実は、認めるに足りないといわざるを得ない。また、乙は、「あなた

の勤務時間についてなんですけれども、」と確認された上での「残業することも、よくあっ

たということなんですかね。」との質問に対し、「繁忙期以外はほとんどないです。」と答

えたものである上（乙証人尋問調書１２５項）、直後の「あなたの働いていた時間を資料と

かで証明するとすれば、先ほど示されたパソコンのログの記録というものになりますか。」

との質問に対して、「いえ、私は、税務日誌に書いております。」と、自己に関する質問で

あると正しく理解して回答しているのである（乙証人尋問調書１２７項）から、残業の有無

に関する上記の質問について、一般的な勤務時間に関する質問であると勘違いをして回答し

たものとは認め難く、乙がその後に上記証言を否定し、乙自身は繁忙期以外でも残業をして

いた旨証言していること（乙証人尋問調書１４２項、２０７項）を考慮しても、乙の証言に

関する被控訴人の主張の不自然さは払拭できない。 

ウ 以上によれば、乙が被控訴人の事業に従事していた時間は、本件各使用人よりは一定程度

長時間に及んでいたとは認められるものの、本件各使用人とは質的に異なるといえる程に長

時間ではなかったと認められ、そうすると、乙が被控訴人の事業のために提供していた労務

の程度は、基本的に本件各使用人と同程度のものであったと認めることが相当である。 

(2) 労務の性質 

ア 被控訴人は、税理士として被控訴人事務所を開設し、被控訴人の責任において顧客から税

務、会計事務の委任を受け、それに係る業務を遂行していたものであり、乙は、税理士資格

を有していなかったのであるから、被控訴人事務所における乙の労務の性質は、基本的に税

理士業務の補助と認めることが相当であり、このことは、乙を青色事業専従者とする届出等

において、被控訴人自身が乙の仕事の内容を「事務」、「税理士業務補助」等と記載してい

ること（乙１、３、４）からも裏付けられるところである。 

したがって、被控訴人の事業に従事していた乙の労務の性質は、本件各使用人や、類似同

業者において税理士業務の補助事務に従事している青色事業専従者の労務と同質であった

というべきである。 

イ これに対し、被控訴人は、乙は経験年数●年の熟練の会計業務者であり、被控訴人事務所

において非常に重要な要素を占める会計業務の責任者として本件各使用人を統括しつつ、乙

にしかできない学校法人や医療法人という特殊な会計業務その他の関連業務に従事してい

たのであるから、乙の労務の内容は本件各使用人と全く異なるものである上、乙は被控訴人

事務所において設備備品を管理するほか、購入の決定権をも有していたのであるから、実質

的に被控訴人と共に被控訴人事務所の共同経営者の立場にあったものであるとして、乙の労

務の性質は、単なる税理士業務の補助という本件各使用人とは質的に異なる旨主張する。 

確かに、乙が税務会計事務に従事した期間が平成１６年１２月３１日時点で●年を超えて

いることは認められる（甲３の２、甲４、乙証人尋問調書３項ないし７項）から、乙は、会

計業務に熟達していたといい得るけれども、前記のとおり、被控訴人は、税理士の資格を有
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する被控訴人の責任において顧客から税務、会計事務の委任を受けてその業務を行っていた

のであるから、税理士資格がなくても可能な会計業務については乙が責任者となっており、

被控訴人はほとんど関与していなかったとは想定し難く、かえって、被控訴人事務所で被控

訴人に雇用されていた丁、戊、Ｂ及びＣが、それぞれの作成した書類のチェックは被控訴人

が行っていた旨一様に陳述していること（乙３５の問答２５、２６、乙４１の問答１２、乙

４２の問答１９、２０、乙４３の問答２１）に照らしても、被控訴人事務所では、会計業務

に関しても、被控訴人の監督の下で遂行されていたと認めることが合理的である。したがっ

て、乙が被控訴人事務所における会計業務の統括責任者であった旨の被控訴人の主張は、採

用できない。 

また、学校法人や医療法人に係る会計業務が通常の会計業務と異なる特殊性を有すること、

学校法人の補助金申請に関する業務が極めて煩雑な上に短期間での対応を要求される業務

であること、被控訴人事務所においては乙のみがそれらの業務を担当していたことは認めら

れる（甲５、６、８、１４の１、２、甲１５ないし１８、乙４３の問答１８、１９、乙証人

尋問調書７７項ないし９７項、弁論の全趣旨）が、学校法人や医療法人に係る会計業務が通

常の会計業務とは全く異なる会計処理の基準に基づいて処理されるものであるとはおよそ

認められない（乙３８、３９、５４、弁論の全趣旨）し、学校法人の補助金申請に関する業

務も、煩雑ではあるとしても、特殊専門的な会計知識が必要な業務とは認められず（乙６２

ないし７１。いずれも枝番のあるものは枝番を含む。）、したがって、これらの業務は、基

本的に被控訴人が委任を受けた税務、会計事務に含まれる業務であって、異質な業務である

とは認め難いというべきである。その上、法人が約１３０件、個人が約１２０件に上る被控

訴人事務所の関与先（乙３０の１ないし３、乙３１、乙証人尋問調書１４８項）の中で、学

校法人は２件、医療法人は３件にすぎず（乙証人尋問調書１４９項ないし１５４項）、乙が

日常的に学校法人や医療法人に係る会計業務その他の関連業務に従事していたとは認めら

れないことを併せ考えると、乙が学校法人や医療法人に係る業務を１人ですべて担当してい

たことをもって、乙の労務の内容が本件各使用人と大きく異なるものとなると認めることも

困難である。 

さらに、納税者と「生計を一にする配偶者その他の親族」である青色事業専従者（所得税

法５７条１項参照）が、納税者の事業の庶務的な面の責任者となることはごく一般的な事態

であると認められるから、乙が被控訴人事務所における設備や備品を購入する決定権を有し

ていたとしても、被控訴人事務所における乙の労務の性質が税理士である被控訴人の補助事

務であることを超えて、被控訴人事務所の共同経営者のようなものに変質するとは認められ

ない。 

なお、被控訴人は、本件各処分後の平成●年●月●日、被控訴人事務所の会計業務部門を

独立させ、乙及び被控訴人を代表取締役とする株式会社Ａ（以下「Ａ」という。）という法

人を設立し（甲２１の１ないし４）、被控訴人事務所が委任を受けた税務、会計事務のうち

の会計業務その他の付随業務を請け負わせるようにしたが、Ａの代表取締役となった乙の業

務内容や所得は、被控訴人事務所における本件各年分中の乙の業務内容や所得と変わらない

（乙証人尋問調書２４項、２１２項ないし２１６項）から、乙が従前から被控訴人事務所の

会計業務の責任者であり、被控訴人事務所の共同経営者的な立場にあったことはこの事実か

らも認められる旨主張する。 
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しかし、上記のとおり、乙がＡ設立前の被控訴人事務所において会計業務の統括責任者の

立場にあったとは認められないし、その当時の乙の業務と、Ａ代表取締役としての乙の業務

とに変化がないことを認めるに足りる客観的な証拠も見当たらない。また、Ａの代表取締役

としての乙の報酬額と本件各専従者給与とが異ならないとしても、本件各専従者給与が乙の

労務の対価として相当であることを裏付けることを企図して、被控訴人が両者を同額に定め

ることは極めて容易なことであると考えられる。そうすると、これらの事実が、被控訴人事

務所における乙の労務の性質が本件各使用人のそれと異なるものであったとの被控訴人の

主張の根拠となるとは認められず、被控訴人の主張は、採用できない。 

ウ 以上によれば、被控訴人の事業に従事していた乙の労務の性質は、税理士業務の補助であ

って、基本的に本件各使用人と異なるものではないと認められる。 

(3) まとめ 

以上のとおりであるから、その労務提供の程度、労務の性質等に照らして、被控訴人事務所

における乙の労務の実態は、本質的に税理士業務の補助として、本件各使用人のそれと同様、

同等であって、大きな差異はなかったと認められる。 

３ 乙の青色事業専従者給与として相当な額について 

(1) 本件各専従者給与の過大性 

以上によれば、乙が被控訴人の業務に従事していた対価として支給された本件各専従者給与

は、高額に過ぎて不相当であるといわざるを得ない。 

そこで、所得税法５７条１項及び同法施行令１６４条１項に照らして相当と認められる乙の

労務の対価の額について、以下、検討する。 

(2) 使用人給与比準方式による認定 

ところで、本件各年分において乙が被控訴人の事業のために提供していた労務の程度につい

ては、本件各使用人を含めて本件各年分において被控訴人の事業に従事した者の従事時間数を

正確に記録したものは存在しないから、客観的な証拠によって具体的に認定できるものはなく、

前記２(1)アのとおり、平成１７年２月２２日から平成１８年１２月３１日までの期間の被控

訴人事務所の乙及び本件各使用人の各専用パソコンのパソコンログ記録によって、乙の専用パ

ソコンの稼働時間が本件各使用人のうちで最も稼働時間が長いＣの専用パソコンの稼働時間

の約１．２１倍であることが明らかになるにすぎない。 

そうすると、被控訴人事務所における乙の労務の性質が基本的に本件各使用人と同等であっ

たとしても、本件各使用人との労務提供の程度の差異が明確ではない以上、本件各使用人の給

与との比較によって乙の労務の対価として相当な額を認定することは、適当でないと認められ

る。 

(3) 類似同業者給与比準方式による認定 

ア 本件においては使用人給与比準方式による認定が相当でない以上、乙の労務の対価として

相当な額を認定するには、上記所得税法５７条１項及び同法施行令１６４条１項に照らし、

類似同業者における青色事業専従者の給与の金額との比較において認定することが相当で

ある。 

イ 控訴人は、①本件各年分において、税理士資格のみで「税理士業」を営んでいる者である

こと（ただし、各年分の中途において、開廃業、休業又は業態を変更した個人、各年分の期

間が１２か月に満たない個人、各年分において、更正又は決定の各処分が行われた個人のう
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ち、国税通則法又は行政事件訴訟法所定の不服申立期間又は出訴期間が経過していない個人

並びにこれらの争訟が係属している個人を除く。）、②本件各年分において、所得税法１４

３条（青色申告）の承認を受けており、所得税青色申告決算書を提出している者であること、

③本件各年分において、「税理士業」に係る売上金額（税込金額）が被控訴人の売上金額（税

込金額）の２分の１以上２倍以下の範囲内（いわゆる倍半基準の範囲内）にある者であるこ

と、④会計法人あるいは税理士法人を有していないこと、⑤税理士の資格を有していない配

偶者のみを事業専従者としていること、⑥本件各年分を通じて専従者給与を支払っているこ

とという抽出条件を設定し、被控訴人事務所と近隣の鳥取税務署、倉吉税務署、米子税務署

及び津山税務署管内の被控訴人の類似同業者を抽出したこと、上記各税務署管内で、平成１

６年分は７人、平成１７年分は９人、平成１８年分は８人の類似同業者が抽出されたこと、

その類似同業者の配偶者に係る青色事業専従者給与の平均額は、平成１６年分が５７１万６

３５６円、平成１７年分が５４５万０４６２円、平成１８年分が５２５万５９１５円であっ

たことがそれぞれ認められる（乙１４、１５の各１ないし４、乙３４、証人丙。別表４参照）。 

控訴人が設定した上記の抽出条件は、配偶者が税理士業務の補助事務者として納税者の事

業に従事している被控訴人の事業態様と類似の同業者を選定する上で合理的であり、抽出さ

れた件数も、類似同業者の特殊性ないし個別事情を平均化するに足りるものというべきであ

る。 

ウ これに対し、被控訴人は、各税務署の具体的な抽出過程において担当者の恣意が入り込む

余地や単純ミスにより過誤が生じる可能性があるから、抽出作業の基礎資料となった類似同

業者とされる者の青色申告決算書等が明らかにならない限り、控訴人による類似同業者の抽

出結果を信用することはできないと主張する。 

しかしながら、本件における類似同業者の抽出は、広島国税局長が、被控訴人事務所と近

隣の地域を管轄する鳥取税務署、倉吉税務署、米子税務署及び津山税務署の各税務署長に対

し、本件通達を発遣する方法によりされたものである（乙１４の１ないし４）から、本件通

達を受けた各税務署長ないし担当者は、訴訟に使用されることを前提に（丙証人尋問調書２

３頁）、基礎資料である青色申告決算書を精査し、本件通達における抽出基準をすべて満た

す者を機械的に抽出したと認められ、特段の事情がない限り、その抽出過程に恣意等が介在

することは想定できないというべきところ、本件において、そのような事情は認められない。 

被控訴人は、本件各処分時において処分行政庁が行った類似同業者の抽出では鳥取税務署

管内に類似同業者は存在しないと回答されたにもかかわらず、当訴訟のためにされた類似同

業者の抽出においては同税務署管内において類似同業者が抽出されたことをもって、抽出過

程における担当者の恣意やミスを否定できないとし、控訴人が採用した類似同業者給与比準

方式の信用性を弾劾するが、控訴人は、具体的な回答の作成要領を示して鳥取税務署その他

の税務署長に対して回答を求めており、それによって抽出基準がより明確となったことなど

のために上記の差異が生じたと考えられるから、被控訴人が指摘する事態が当訴訟のために

された類似同業者給与比準方式の信用性を疑わしめることになるとは認められない。 

したがって、その抽出過程や基礎資料が明らかでないことから控訴人が採用した類似同業

者給与比準方式には信用性がないとの被控訴人の主張は、採用できない。 

エ また、被控訴人は、控訴人が類似同業者を抽出する条件として、売上金額について被控訴

人のそれの２分の１以上２倍以下という倍半基準を設定したこと及び「青色事業専従者が会
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計業務の責任者として従事していること」という抽出基準を設定しなかったことにおいて、

その抽出基準は被控訴人の事業実態とかけ離れており、不合理であるなどと主張する。 

しかし、いわゆる倍半基準は、類似同業者を抽出するに当たってその事業規模の類似性を

画定する基準として一般的に合理的であると考えられるから、倍半基準は余りに範囲を拡大

するものとして不当であるとの被控訴人の主張は、採用できない。また、前記２(2)イで認

定したとおり、乙は、被控訴人事務所における会計業務の責任者であったとは認められない

のであるから、控訴人が「青色事業専従者が会計業務の責任者として従事していること」と

いう抽出基準を設定しなかったことは極めて合理的であって、被控訴人の主張は、その前提

において失当である。 

被控訴人は、さらに、被控訴人は行政書士の資格を有しており、同資格においても業務を

行っているから、控訴人が設定した税理士資格のみで「税理士業」を営んでいる者との類似

同業者の抽出基準は、被控訴人の事業実態と齟齬しており、不合理であると主張する。 

しかし、被控訴人が行政書士として業務を行い、それによる報酬を得ていたとしても、被

控訴人自身、本件各年分の所得の内訳書において、「税理士報酬」と区分して「行政書士報

酬」と記載していないように（乙８ないし１０、乙３０の１ないし３）、被控訴人が得てい

た行政書士としての業務による報酬は、被控訴人事務所の売上金額のうちのごくわずかなも

のにすぎなかったと推認されるから、控訴人が類似同業者の抽出基準として、税理士資格の

みで「税理士業」を営んでいる者との条件を付したことにより、控訴人の類似同業者抽出基

準が不合理となるとまでは認められない。 

被控訴人は、その他、類似同業者を抽出するについて津山税務署管内を加えたことは不当

であるなどとも主張するが、独自の立場に基づく主張であって、採用できない。 

オ 以上のとおり、控訴人が採用した類似同業者給与比準方式は合理的でかつ信用できるもの

であり、それによって導かれた本件各年分の類似同業者の配偶者に係る青色事業専従者給与

平均額は、税理士業務の補助として被控訴人の事業に従事する配偶者たる乙の給与の額とし

て相当であると認められるから、本件各年分における乙の労務の対価として相当な額は、同

平均額である平成１６年分が５７１万６３５６円、平成１７年分が５４５万０４６２円、平

成１８年分が５２５万５９１５円と同額と認定することが相当であると認められる。 

４ 本件各処分の適法性について 

(1) 被控訴人が本件各年分において納付すべき各所得税の額 

前記３(3)オのとおり、本件各年分における青色事業専従者である乙の労務の対価として相

当な額は、平成１６年分が５７１万６３５６円、平成１７年分が５４５万０４６２円、平成１

８年分が５２５万５９１５円であるから、被控訴人が乙に支給した本件各専従者給与のうち、

それぞれ同額を超える部分の金額（平成１６年分は６６８万３６４４円、平成１７年分は７３

４万９５３８円、平成１８年分は７５４万４０８５円）は、被控訴人の事業所得の金額の計算

上、必要経費としては算入できない金額となる。 

そうすると、被控訴人が本件各年分において納付すべき各所得税の額は、別表１ないし３の

各「Ｄ 被告主張額」欄記載のとおり、平成１６年分は還付金の額が１４１万３５９０円、平

成１７年分は還付金の額が６２万８７６６円、平成１８年分は還付金の額が７８万０７８８円

となると認められる。 

(2) 本件各処分の適法性 
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上記(1)で算出された被控訴人が本件各年分に納付すべき各所得税の額は、いずれも本件各

更正処分において納付すべき税額とされた平成１６年分の還付金の額１５２万８４９０円、平

成１７年分の還付金の額８３万５９６６円、平成１８年分の還付金の額１０４万０８８８円を

上回るから、本件各更正処分は、いずれも適法である。そして、適法である本件更正処分に基

づく国税通則法６５条所定の過少申告加算税の額は、平成１６年分が２２万１５００円、平成

１７年分が２１万円、平成１８年分が２１万２０００円となるから、本件各賦課決定処分も、

適法である。 

よって、本件各処分は、すべて適法である。 

５ 結論 

以上のとおりであるから、被控訴人の請求はすべて理由がないのでこれを棄却すべきところ、

被控訴人の請求を一部認めて本件各処分を一部取り消した原判決はその限度において相当でな

いので、控訴人の控訴に基づいて原判決の控訴人敗訴部分を取り消して同部分に係る被控訴人の

請求を棄却し、被控訴人の附帯控訴は理由がないのでこれを棄却することとして、主文のとおり

判決する。 

 

広島高等裁判所松江支部 

裁判長裁判官 塚本 伊平 

   裁判官 小池 晴彦 

   裁判官 髙橋 綾子 
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別表１

A
原告申告額

B
更正処分額

C
差額（B－A）

D
被告主張額

① 55,282,640 55,282,640 0 55,282,640

② 29,727,412 29,727,412 0 29,727,412

③ 25,555,228 25,555,228 0 25,555,228

④ 245,400 245,400 0 245,400

青 色 専 従 者 給 与 ⑤ 12,400,000 6,099,000 ▲ 6,301,000 5,716,356

貸 倒 引 当 金 ⑥ 211,700 211,700 0 211,700

⑦ 12,611,700 6,310,700 ▲ 6,301,000 5,928,056

⑧ 467,914 467,914 0 467,914

⑨ 12,721,014 19,022,014 6,301,000 19,404,658

⑩ 780,000 780,000 0 780,000

⑪ 0 0 0 0

⑫ 12,721,014 19,022,014 6,301,000 19,404,658

⑬ 3,771,544 3,771,544 0 3,771,544

⑭ 8,949,000 15,250,000 6,301,000 15,633,000

⑮ 1,459,800 3,345,000 1,885,200 3,459,900

⑯ 250,000 250,000 0 250,000

⑰ 4,623,490 4,623,490 0 4,623,490

⑱ ▲ 3,413,690 ▲ 1,528,490 1,885,200 ▲ 1,413,590

⑲ 221,500 221,500 239,500

（注）納付すべき税額の▲印は、還付金の額に相当する税額を表す。

課税総所得金額に係る
所 得 税 の 額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額
（ ⑮ － ⑯ － ⑰ ）

過 少 申 告 加 算 税 の 額

被告が主張する平成１６年分の納付すべき所得税の額

収 入 金 額

不動 産所 得の 金額

不
動
産
所
得

総 所 得 金 額
（ ⑨ ＋ ⑪ ）

平成１６年分

収 入 金 額

必 要 経 費

差 引 金 額
（ ① － ② ）

所 得 控 除 の 金 額

課 税 総 所 得 金 額
（ ⑫ － ⑬ ）

繰 戻 額 等

繰 入 額 等
（ ⑤ ＋ ⑥ ）

青色申告特別控除額

事 業 所 得 の 金 額
（③＋④－⑦－⑧）

事
業
所
得
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別表２

A
原告申告額

B
更正処分額

C
差額（B－A）

D
被告主張額

① 57,919,700 57,919,700 0 57,919,700

② 29,362,541 29,362,541 0 29,362,541

③ 28,557,159 28,557,159 0 28,557,159

④ 211,700 211,700 0 211,700

青 色 専 従 者 給 与 ⑤ 12,800,000 6,011,000 ▲ 6,789,000 5,450,462

貸 倒 引 当 金 ⑥ 214,200 214,200 0 214,200

⑦ 13,014,200 6,225,200 ▲ 6,789,000 5,664,662

⑧ 554,268 554,268 0 554,268

⑨ 15,200,391 21,989,391 6,789,000 22,549,929

⑩ 780,000 780,000 0 780,000

⑪ 0 0 0 0

⑫ 15,200,391 21,989,391 6,789,000 22,549,929

⑬ 3,772,084 3,772,084 0 3,772,084

⑭ 11,428,000 18,217,000 6,789,000 18,777,000

⑮ 2,198,400 4,250,290 2,051,890 4,457,490

⑯ 250,000 250,000 0 250,000

⑰ 4,836,256 4,836,256 0 4,836,256

⑱ ▲ 2,887,856 ▲ 835,966 2,051,890 ▲ 628,766

⑲ 210,000 210,000 240,500

（注）納付すべき税額の▲印は、還付金の額に相当する税額を表す。

課 税 総 所 得 金 額
（ ⑫ － ⑬ ）

課税総所得金額に係る
所 得 税 の 額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額
（ ⑮ － ⑯ － ⑰ ）

過 少 申 告 加 算 税 の 額

所 得 控 除 の 金 額

被告が主張する平成１７年分の納付すべき所得税の額

平成１７年分

事
業
所
得

収 入 金 額

必 要 経 費

差 引 金 額
（ ① － ② ）

繰 戻 額 等

繰 入 額 等
（ ⑤ ＋ ⑥ ）

青色申告特別控除額

事 業 所 得 の 金 額
（③＋④－⑦－⑧）

不

動
産

所
得

収 入 金 額

不 動 産 所 得 の 金 額

総 所 得 金 額
（ ⑨ ＋ ⑪ ）

 

  



18 

別表３

A
原告申告額

B
更正処分額

C
差額（B－A）

D
被告主張額

① 58,885,555 58,885,555 0 58,885,555

② 32,061,174 32,061,174 0 32,061,174

③ 26,824,381 26,824,381 0 26,824,381

④ 214,200 214,200 0 214,200

青 色 専 従 者 給 与 ⑤ 12,800,000 6,123,000 ▲ 6,677,000 5,255,915

貸 倒 引 当 金 ⑥ 236,000 236,000 0 236,000

⑦ 13,036,000 6,359,000 ▲ 6,677,000 5,491,915

⑧ 633,645 633,645 0 633,645

⑨ 13,368,936 20,045,936 6,677,000 20,913,021

⑩ 780,000 780,000 0 780,000

⑪ 0 0 0 0

⑫ 13,368,936 20,045,936 6,677,000 20,913,021

⑬ 2,988,844 2,988,844 0 2,988,844

⑭ 10,380,000 17,057,000 6,677,000 17,924,000

⑮ 1,884,000 3,887,100 2,003,100 4,147,200

⑯ 125,000 125,000 0 125,000

⑰ 4,802,988 4,802,988 0 4,802,988

⑱ ▲ 3,043,988 ▲ 1,040,888 2,003,100 ▲ 780,788

⑲ 212,000 212,000 251,000

（注）納付すべき税額の▲印は、還付金の額に相当する税額を表す。

課 税 総 所 得 金 額
（ ⑫ － ⑬ ）

課税総所得金額に係る
所 得 税 の 額

定 率 減 税 額

源 泉 徴 収 税 額

納 付 す べ き 税 額
（ ⑮ － ⑯ － ⑰ ）

過 少 申 告 加 算 税 の 額

所 得 控 除 の 金 額

被告が主張する平成１８年分の納付すべき所得税の額

平成１８年分

事
業
所
得

収 入 金 額

必 要 経 費

差 引 金 額
（ ① － ② ）

繰 戻 額 等

繰 入 額 等
（ ⑤ ＋ ⑥ ）

青色申告特別控除額

事 業 所 得 の 金 額
（③＋④－⑦－⑧）

不
動
産
所
得

収 入 金 額

不 動 産 所 得 の 金 額

総 所 得 金 額
（ ⑨ ＋ ⑪ ）
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別表４及び５ 省略 

 


